
慶應義塾大学・法務研究科（三田）・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６１２

基盤研究(B)（一般）

2023～2021

感染症法制の嚮導理念と法的構造に関する多分野横断的・医事法学的研究

Multidisciplinary and Health law study on guiding principles and legal structure
 of infectious diseases legislations

００３３７４５３研究者番号：

磯部　哲（Isobe, Tetsu）

研究期間：

２１Ｈ００６７７

年 月 日現在  ６   ６   ６

円    10,780,000

研究成果の概要（和文）：本研究課題の目的は、感染症法制を時（歴史）、国（比較研究）、分野（諸法学、倫
理学、歴史学、政治学など）を超えて横断的に検証し、感染症法制に特有の解釈上の嚮導的理念を明らかにする
ことである。本課題申請後に発生したCOVID-19法制の検討も行った。結果として、患者の健康の積み重ねによっ
て社会全体の健康指数を向上させることにより、感染症対策と人権保障とを調整しようとする点にわが国感染症
法制の嚮導理念があると考えた。しかし、嚮導理念は学説および立法政策において十分に議論されてこなかった
ところ、COVID-19は、嚮導理念に基づく立法の整合性、その行政運用上の定着、社会的受容等の課題を顕在化さ
せた。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research was to examine infectious diseases 
legislation across time (history), countries (comparative studies) and disciplines (various legal 
studies, ethics, history, political science, etc.) and to identify interpretive guiding principles 
specific to infectious diseases legislation. As COVID-19 occurred after the application for this 
project, the legislation on it was additionally examined. As a result, we considered that the 
guiding principle of Japan's infectious disease legislation is to reconcile infectious disease 
control with fundamental rights protection by improving the health index of society as a whole 
through the accumulation of the health of individual citizens. However, since the guiding principle 
has not been sufficiently discussed by academia and by legislator, COVID-19 has revealed its issues 
such as the consistency of legislation based on the guiding principle, its establishment in 
administrative practice and social acceptance.

研究分野：医事法、行政法

キーワード： 感染症法　予防接種法　新型コロナウイルス感染症　感染症法制史　患者の人権
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研究成果の学術的意義や社会的意義
感染症法制の適用や社会的反応については、医療社会学、医療史学等の分野で、史実やフィールドワークに基づ
く研究が積み重ねられていたが、医事法学では、感染症法制に関する研究が比較的手薄であり、かつ最近の研究
が不足していた。本研究は、感染症法制の嚮導理念を明らかにすることで、感染症法制に関する医事法学的研究
を現代化するという学術的意義を有する。また、社会的意義としては、患者やその家族を犠牲とする健康保護政
策を繰り返さないため、本研究で明らかにした嚮導理念が法制度の一貫性をはかる指標となり、司法や行政が感
染症法制を解釈する際の基礎的な視点を提供することができる可能性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１． 研究開始当初の背景 
以前より、研究代表者および分担者との間で、感染症対策に関する医事法研究の蓄積が浅いこ
とが医事法学の致命的な弱点であることが議論になっていた。日本には、感染症対策法制の下で、
法律規定それじたい、またはその適用が多くの人権侵害および健康被害を生じてきた過去があ
るところ、過去の人権侵害等を再び繰り返すかのような事象も見られたコロナ禍初期の 2020年
に、改めて人権侵害を許さないための法理論の構築が必要であると強く考えるに至った。そこで、
感染症対策に関する「公衆衛生法」の嚮導理念を明らかにしたうえで、感染症対策法制を体系的
に把握し、その改正の必要を含めた課題を特定する研究を行うこととした。 
この研究アイデアは、何よりも過去の反省から学ぶことを出発点とするため、本研究は、医事
法学者のみならず、医学史研究者や医学倫理研究者をメンバーに迎え、過去の法制度の失敗を特
定する作業および失敗から新制度への転換期における法的・立法政策的議論の調査・検討作業か
ら感染症法制の嚮導理念を特定したうえで、かかる理念に照らして現行法制度を分析・診断する
作業を行うこととを重視した。 
なお、研究遂行過程で新型コロナウイルス感染症の蔓延が拡大し、長引いたこと、および研究
対象国で同感染症への対策法令が制定されたことにより、新たな調査・分析を行う必要が生じた。
そのために、研究計画を一部見直して、2022 年度の予算を繰り越した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、感染症対策に関わる諸法律のあり方を総合的に見直そうとするものであった。現行
の関連各法の趣旨や文言の単なる解釈論にとどまらず、感染症法制と医事法、憲法、行政法、刑
法及び民法等における現代理論との整合的な理解を深め、比較法的な考察を通じて視点と情報
を豊かにし、並びに、感染症対策に関する社会史・倫理的研究の成果を反映させることを通じて、
感染症法制の適切な制度設計及び解釈運用に資する嚮導的理念を抽出することを課題として設
定した。そして、かかる嚮導的理念に照らして現行感染症法制の到達点と限界とを明らかにする
ことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、上記の研究目的を達成するために、以下の研究体制および研究プロセスで研究を
遂行した。 
研究メンバーの専門性に応じて、①法令検討班（国内外の感染症関連法に関する検証を担当）、
②社会史・倫理班（現行法制に至る社会的背景と歴史の検証を担当）、③医事衛生行政班（感染
症対策を担う行政組織・医療提供体制の検証を担当）に分かれ、３年間を通じて個別的およびグ
ループ研究をすすめた。そして、各検討班において得られた結果を基にして、定期的に④総合調
整研究会を開催し、メンバー全員で包括的多角的討議を行った。 
(1) 研究体制 
①法令研究班：磯部哲、米村滋人、小谷昌子、深町晋也、河嶋春菜 
②社会史・倫理班：井上悠輔、平体由美、宮崎千穂、西迫大祐、小門穂 
③医事衛生行政班：磯部哲、井上悠輔 
また、比較研究は、アメリカを小谷・平体・井上・西迫、フランスを磯部・西迫・小門・河嶋、
ドイツを深町、ロシア・中央アジアを宮崎が担当した。 
(2) 研究プロセス 
 1 年目（2021 年度）：感染症法制史の研究 
 2 年目（2022 年度）：現行法制度および新型コロナウイルス感染症対策法制の調査研究（比
較法的研究を含む） 
 3 年目（2023 年度）：「アフターコロナ」の感染症法制の調査研究（比較法的研究を含む）、
研究とりまとめ、研究成果書籍の執筆・編集 

 
４．研究成果 
(1) 感染症関連法令の制定時の方針 
感染症法制の歴史的思想史的背景を調査するための全体研究として、①医学史・医療思想史・
医療倫理等の研究者（宮崎千穂、廣川和花、西迫大輔、井上悠輔、大北全俊、小島和貴）、およ
び②現行の感染症予防法および予防接種法の制定時に答申を行った審議会において、委員とし
て議論に参加した法学者（磯部力、高橋滋）らを報告者とする研究会をあわせて４回実施した。
また、各研究分担者が、それぞれの比較対象国との比較分析を通じて、日本の感染症法制の成り
立ちにおける特徴を指摘した。これらの研究活動によって、1990 年代に成立した感染症法制に
よって、感染症からの「社会防衛」のコンセプトが質的に大きく転換したことを明らかにするこ
とができた。 
すなわち、日本の現行の感染症法制における社会防衛においては、患者の健康や人権を犠牲と
してでも社会集団的な健康指数を向上させるという考え方が排除され、各個人の健康の積み重



ねを基礎として社会集団的な健康指数の向上を目指すという考え方が重視されていることが重
要であると指摘できる。患者に対する人権制約を合理的で最小限なものにとどめようとする点
にこそ、あらためて日本の感染症法制の嚮導理念があるという結論に至った次第である。また、
その際、各個人の健康防衛が自発的に行われることを制度的基盤として活用することによって
こそ、健康保護と人権制約との微妙な調整を図ることができるとされていることも重要である。
患者らの自発的な取組みに期待するアプローチが重視されている点も、日本の感染症法制の１
つの特徴といえる。 
このような嚮導理念は、立法者にとっては制度の一貫性を担保するために、また、司法および
行政にとっては法律の調和的で適切な解釈運用のために、基本的な視点を与えてくれる可能性
がある。もっとも、嚮導理念と具体的な制度内容との関連について明らかにすることは、個別法
領域に立ち入るため別段の研究として遂行する必要があり、今後の課題とせざるを得ない。 
  
(2) 諸外国の感染症対策法制との比較 
ドイツおよびフランスを中心とする外国との比較により、日本の新型コロナウイルス感染症
対策法制の検討を行うため、法学者（磯部哲、米村滋人、深町晋也、河嶋春菜、および海外研究
者ら）を登壇者とする研究会／シンポジウムを複数回開催した。立法動向の面では、ドイツ、フ
ランスは、従前の感染症対策法制とは別に、衛生緊急事態法など、新たな感染症対策法を創設し
て緊急的な対応を行ったが、日本は、従前の法制度を新型コロナウイルス感染症に適用し、時に
非常に柔軟な解釈を行った点が特徴的であった。日本では、既存のパンデミック対策法制が活か
されたと好意的な評価をする余地もあるが、宿泊療養に関する法的根拠の不明確さや政策要綱
による予防接種済証の活用など、新たな立法がなされないことにより、患者の権利に対する保障
の不十分さや不当な権利の制約があったことを指摘した（なお、法治主義の欠如という視点は、
研究代表者をはじめ各メンバーの諸論稿において繰り返し有力に指摘されており、その後の制
度改革にも一定の影響を与えたものとみることができる）。 
比較対象国では、新型コロナウイルス感染症が、法制度や社会に潜在していた矛盾やひずみ、
曖昧さなどを如実に顕在化・先鋭化させたと思われる事象が多くみられ、重要な比較軸を与えて
くれた。例えば、医療提供体制について、フランスでは、危機時における医療従事者の「徴用」
や医療機関の統制などが法定されていたが、職業・営業の自由および自由開業制の後退への懸念
から、その適用可否をめぐる議論があった。これに対し、日本では、医療提供は基本的に民間の
医療機関に委ねられていることから、感染症の蔓延時に感染症指定医療機関以外の医療機関の
協力を合理的かつ効率的に求める仕組みが十分に存在していなかったことを指摘できる。 
 
以上の各論点のほか、各メンバーが専門性に応じて、関連する個別具体的な研究を深化させ、
書籍・論文等の形で研究成果を公表した（「主な発表論文等」参照）。また、フランスとの比較
研究については、研究代表者が編者代表となる書籍を、本科研の全体的な研究成果として上梓す
る予定である（2024 年度出版予定）。 
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